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陸上総隊司令官        

各 方 面 総 監     

各 部 隊 長  殿     

各 機 関 の 長        

      陸上幕僚長 

  

（例規 36）  

柔道整復師の施術について（通達）  

標記について、防衛庁長官と社団法人日本柔道整復師会会長との間において

別添のとおり協定が締結されたので、平成２年６月１日からこれにより実施さ

れたい。  

なお、陸幕衛第 44 号（51.６.26）は平成２年５月 31 日をもって廃止する。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

教衛第 2841 号 

２.６.１ 

防衛大学校長 

防衛医科大学校長 殿 

各幕僚長 

教育訓練局長 

柔道整復師の施術に係る協定について（通知） 

   

改正 平成４年７月 22 日防教衛第 4261 号 平成６年５月 31 日教衛第 3177 号 

  平成８年６月 28 日教衛第 3482 号 平成９年３月４日教衛第 1065 号 

  平成９年８月 29 日人衛第 4825 号 平成 10 年３月 25 日人衛第 1723 号 

  平成 14 年６月 19 日運衛第 5367 号   

 

標記について、別添のとおり締結されたので通知する。 

添付書類：協定書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

協 定 書 

 

自衛官、訓練招集に応じている予備自衛官及び即応予備自衛官、教育訓練招

集に応じている予備自衛官補、防衛大学校及び防衛医科大学校の学生並びに継

続療養をうける者（防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令（昭和 27 年政令

第 368 号）第 17 条の７の規定により療養を受ける者をいう。）（以下「自衛官

等」という。）に対する施術について防衛庁長官 石川要三（以下「甲」とい

う。）と社団法人日本柔道整復師会会長 福田稔夫（以下「乙」という。）と

の間に次のとおり協定する。 

（目的） 

第１条 乙は、会員である柔道整復師（以下「整復師」という。）をしてこの協

定の定めるところにより自衛官等の公務外の負傷に対して施術を行わせるもの

とする。 

（施術の範囲） 

第２条 この協定によって行う施術の範囲は、骨折、不全骨折、脱臼、打撲、捻

挫及び挫傷に対する整復及び後療法とする。 

２ 前項のうち、骨折、不全骨折及び脱臼の施術は、医師の同意を得た場合（た

だし、応急手当をする場合は除く。）に限る。この場合、施術録にその旨記載

するものとする。 

（施術料金） 

第３条 この協定によって行った施術料金は、厚生省保険局長が定める「柔道整

復師の施術に係る療養費の算定基準」（以下「算定方法」という。）により算

定した額とする。 

（療養費の請求） 

第４条 乙は、整復師をしてこの協定によって行った施術については、別紙様式

第１号による療養費請求書等（以下「請求書等」という。）に記入の上押印さ

せるものとする。 

（受領委任） 

第５条 自衛官等が、この協定に基づいて施術を受けた場合には、療養費の受領

を整復師に委任するものとする。 

２ 前項の規定により委任を受けた整復師は、前条の請求書等を当該都道府県柔

道整復師会長（以下「丙」という。）を経由して、その所属する実施機関の長

（以下「丁」という。）に療養費の請求を行うものとし、その受領を丙に委任

するものとする。 

（請求書の審査等） 

第６条 前条の場合において丙は、その請求書を１月分取まとめ翌月 15 日までに

丁に送付するものとする。この際乙は当該都道府県柔道整復師会に付属する審

査機関をして厳重に審査の上その旨を明記させなければならない。 

（支払及び一部負担金） 

第７条 丁は、第５条の規定により提出された請求書等につき審査の上第３条の

規定によって算定した額からその額に健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第



43 条ノ８第１項の規定による一部負担金の割合を乗じて得た額を控除した額を

丙に支払うものとする。 

２ 第５条の規定により委任を受けた整復師は、施術を行う際、前項に規定する

一部負担金に相当する金額の支払いを自衛官等から受けるべきものとする。こ

の一部負担金を減免し、又は超過して費用を徴収してはならない。ただし、算

定方法の備考５．により算定する場合は、当該施術に要する費用の範囲内に限

り、算定方法により算定した費用の額を超える金額の支払を受けることができ

る。 

（受療資格の確認） 

第８条 整復師は、自衛官等から自衛官診療証及び離職自衛官診療証（以下「診

療証等」という。）を提出して施術を求められたときは、施術を受ける資格を

確認した後、これを行わなければならない。施術を受ける資格があることが明

らかな自衛官等であって緊急その他やむを得ない理由によって診療証等を提出

できないものについては、その提出がないときであっても施術を行うものとす

る。この場合にはその理由が無くなった後遅滞なく診療証等を提出させなけれ

ばならない。 

（届出） 

第９条 乙は、丙をしてこの協定に基づいて施術を担当する整復師につき別紙様

式第２号をもって次の事項を甲に届け出るものとする。 

１ 氏名及び生年月日 

２ 免許番号及び免許年月日 

３ 施術所の名称及び所在地 

２ 前項に掲げる事項に変更があったとき及び整復師が死亡したときは、変更の

事項、変更年月日及び変更の理由及び死亡について別紙様式第３号により、速

やかに甲に届け出るものとする。 

（施術の方針） 

第 10 条 乙は、常に丙をして整復師を指導監督せしめこの協定の義務履行上不都

合のないようにするとともに次に掲げる事項を守らせなければならない。 

１ 施術に当たっては、懇切丁寧を旨とし、施術上必要な事項は理解しやすいよ

う指導し、労務不能をすみやかに除去するよう最善の努力をしなければならな

い。 

２ 施術は、療養上必要な範囲及び限度でこれを行い、みだりに自衛官等の希望

のままに施術を行ってはならない。 

３ 現に医師が診療中の骨折又は脱臼については、当該医師の同意が得られてい

る場合のほかは、施術を行ってはならないが、同意を求めることのできないや

むを得ない事由がある場合にはこの限りではない。 

４ 柔道整復師法等関係法令に照らして医師の診療を受けさせることが必要であ

る場合には、医師の診療を受けさせなければならない。 

（通知及び助言） 

第 11 条 次の事項に該当する場合には、乙は整復師をして意見を添えて、遅滞な

くこれを丁に通知せしめるものとする。 



１ 自衛官等の負傷が闘争又は泥酔等自己の著しい不行跡によって生じたものと

認められるとき。 

２ 自衛官等が正当な理由がなくて、施術に関する指揮指導に従わなかったこと

により疾病の程度を増進させ、又はその回復を妨げたと認められるとき。 

３ 自衛官等が詐欺その他不正な行為により施術を受け、若しくは受けようとし

たとき。 

２ 負傷の原因が、第三者の行為によるものであるとき、又はその疑いがあると

きは、自衛官等から所属部隊等にその旨を届出するよう助言するものとする。 

（証明書の交付） 

第 12 条 整復師は、自衛官等から所属部隊等に提出するために必要な証明書及び

意見書の交付を求められたときは、無償でこれを交付しなければならない。 

（施術録） 

第 13 条 整復師は、この協定による施術に関する施術録をその他の施術録と区別

して作成し、必要な事項を記載した上でこれを完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

（処分） 

第 14 条 甲は、整復師がこの協定に基づく義務に違反し、又は不適当と認めた場

合は、乙と協議の上戒告を与え、若しくは第９条の届出を取り消すことができ

るものとし、以後２年を経過した後に再び第９条による申し出があるまでの間

は、受領委任の取扱いを認めないことができるものとする。 

（文書の提出等） 

第 15 条 丁は、自衛官等の施術に関する施術録、帳簿その他の書類等につき当該

整復師に提示を求め、又は報告を徴することができるものとする。 

（協定の改廃） 

第 16 条 甲は、必要があるときは乙と協議の上この協定を解除し、若しくはこの

協定の一部を改めることができる。 

（協議） 

第 17 条 この協定に規定のない事項については、必要のつど甲乙協議の上定める

ことができる。 

附 則 

   

改正 平成９年10月１日陸幕衛第225号平成 10 年５月 18 日陸幕衛第 125

号 

 

１ この協定の有効期間は、平成 10 年３月 26 日から平成 11 年３月 25 日までと

する。 

２ この協定の有効期間満了前１か月までに協定の当事者のいずれか一方から何

らかの意思表示がなされないときは、有効期間満了の日の翌日において向こう

１か年間順次協定を更新したものとみなす。 

この協定の確実を証明するため本書２通を作成し、双方署名押印のうえ各１

通を所持するものとする。 

平成２年６月１日 



  

  防衛庁長官 

  石川 要三 

  社団法人日本柔道整復師会

  会長 福田 稔夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式第１号 
            療 養 費 請 求 書 等                      社団法人 日本柔道整復師会 

都道府県番号 

 

 
月 分 

 会員番号  

 
○診療証等記号番号  ○保 険 者 番 号  ○診療証等の発行者  

○所属・階級（継続療養者にあっては住所）  

施 
 

 
 

術 
 

 
 

の 
 
 

 

○療養を受けた者の氏名 ○生年月日 ○続  柄 ○負傷の原因 

男・女 明・大・昭・平  年  月  日 本  人  

○負  傷  名 ○負 傷 年 月 日        ○初 検 年 月 日        ○施術開始年月日 ○施術終了年月日 ○実日数 ○転     帰 

(１) ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・  治癒・中止・転医 

(２) ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・  治癒・中止・転医 

(３) ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・  治癒・中止・転医 

(４) ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・  治癒・中止・転医 

(５) ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・  治癒・中止・転医 

○経 過  請 求 区 分 新規・継続 

初検料  円 再検料  円 往療料    km    回   円 

加算（夜間・悪路・暴風雨雪）  円 

金属副子加算（大・中・小）   円 
計 円 

加算（休日・深夜・時間外）  円 施術情報提供料         円 

整復料・固定料・施療料 (１)    円 (２)    円 (３)    円 (４)    円 (５)    円 計 円 

部

位 
逓減％ 

逓  減 

開始月日 

後療料 

  円 回  円 

冷罨法料80円 

  回  円 

温罨法料80円 

  回  円 

電療料3 0円 

  回  円 

計 

円 
多部位 

円 
長 期 

計 

円 

１ 100 ―           ― ―   

 

 



 

 
 

内 
 

 
 

容 

２ 100 ―           ― ―   

３ 
80 ―           0.8    

100 ―           ― ―   

４ 

50 ―           0.5    

80            0.8    

100            ― ―   

５ 

25 ―            0.25    

50            0.5    

80            0.8    

100            ― ―   

○摘 要 合     計       円 

一 部 負 担 金       円 

請 求 金 額       円 

 上記の療養費の支給を申請し、その受領を右記の柔道整復師に委任しま

す。 

      年  月  日 

殿   

        住 所（住所は上記に同じ） 

 請 求 者   

        氏 名                     印 

 上記のとおり施術したことを証明します。 

 療養費支給金額の受領を社団法人      会長     殿に委任

します。 

      年  月  日   定額制受理番号 

       住 所 

柔道整復師  
フリガナ

氏 名                      印 

       電 話 

振込先金融機関 

（寸法：日本産業規格Ａ４）  



別紙様式第２号 

整 復 師 届 書                

氏     名 免 許 番 号 施 術 所 の 名 称 及 び 電 話 

局（  ） 

番 生 年 月 日 免 許 年 月 日 所 在 地 

明 

大 年 月 日 

昭 

   

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

 上記のとおりお届けします。 

  平成  年  月  日 

       殿 

都道府県柔道整復師会長        ○印   

 



別紙様式第３号 

整 復 師 変 更 届                

氏         名 

生 年 月 日 

 

施 術 所 の 名 称 

及 び 所 在 地 

 
電 

 

話 

局 

（   ） 

番 

変 更 前 の 事 項 

 

変 更 後 の 事 項 

 

変 更 年 月 日 年  月  日 変更の理由 
 

 

 上記のとおりお届けします。 

  平成  年  月  日 

 

       殿 

 

 

都道府県柔道整復師会長        ○印   

 


